




各セグメントの状況 今後の市場動向と戦略
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通信や送電などの伝送インフラ分野は、安定的に推移。

下半期に大幅に落ち込んだものの、一部で回復基調に。

情報通信部門
南米でのLANケーブルや国内NGN（次世代光通

信サービス）向け光部品の売上が好調に推移した

ものの、国内外での光ファイバケーブル需要の低

迷などにより、連結売上高は1,591億円（前期比

2.5％減）となりました。

損益面では、製造拠点の集約化により生産効率

の向上および製造コストの削減を図ったものの、

製品価格の下落などの影響から、連結営業利益は

93億円（前期比15.0％減）となりました。
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電装・エレクトロニクス部門
上半期はワイヤーハーネスの売上が堅調だった

ものの、下半期の電子機器部品市場の低迷によ

る巻線やメモリーディスク用アルミブランク材、

ヒートシンク（電子機器用放熱部品）の需要減

少などにより、連結売上高は2,238億円（前期

比16.7％減）となり、

連結営業利益は25億

円（前期比72.6％減）

となりました。

金属部門 軽金属部門

エネルギー・産業機材部門

■世界の電力需要
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中国をはじめ海外での高圧電力ケーブルの売上

が好調だったものの、産業用電線ケーブルや芯

線、建材用発泡プラスチック製品などの需要低

迷、下半期の半導体製造用テープの売上減少な

どにより、連結売上高は

2,774億円（前期比11.9％減）となりました。損

益面でも、原材料価格の高騰や銅地金価格の急落

の影響を受けて、連結営業利益は11億円（前期比

86.8％減）となりました。

好調だったリチウムイオン電池用銅箔の売上げ

が下半期から落ち込み、加えて電子機器部品市

場の冷え込みによる影響から、連結売上高は

1,702億円（前期比20.3％減）となりました。損

益面でも、売上減少に加え原価低減の成果が見

込みを下回ったことも

あり、連結営業損失は

49億円（前期比110億

円減）となりました。

下半期の自動車関連製品における急激な在庫

調整や、アルミ地金価格急落を見越した買い控

えによる需要減少などの影響により、連結売上

高は2,340億円（前期比9.5％減）となりまし

た。損益面では、税制改正による減価償却費増

加の影響もあって、連結営業損失は4億円（前期

比127億円減）とな

りました。

成長地域で、伝送インフラビジネスを展開していきます。

中国で市 場 動 向
中国の経済対策で、
電力ケーブル需要が増大

対 策
中国・瀋陽の工場で、2009年5月より
高圧ケーブルの生産を30%増強

欧州で市 場 動 向
通信キャリアの
プロジェクトが多数推進

対 策
2008年9月に子会社（OFS）の
生産を増強済み

南米で
市 場 動 向
ブラジルで、国内の
ローカルエリアの通信需要が増加

対 策
ブラジルの子会社（FISA）の
ソリューションビジネスを強化

市 場 動 向
●光ケーブルやNGNの需要が増加
●中国・米国プロジェクトの増加による
　生産需要増

対 策
●タイの子会社（FFT）で、光部品の生産が
　フル稼働。今後増産も視野に
●インドで光ファイバ生産のJVを推進。
　2009年9月より生産開始予定
●インドネシアの子会社（FOSI）で
　光ケーブルの増産体制を構築中。
　2010年より稼働予定
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半導体レーザ

ハードディスク用
アルミブラック材

銅箔 飲料用アルミニウム缶

半導体テープ

（単位：1兆kW） （単位：100万km） アジア太平洋
新興国 ヨーロッパ

北米

伝送インフラ分野

素材ニッチ分野

年度 年度 年度（予想）

年度 年度 年度（予想） 年度 年度 年度（予想） 年度 年度 年度（予想）

年度 年度 年度（予想）

将来の予想について
本株主通信に記載されている、将来に関する予想については、現在入手可能な情報から当社経営陣の判断にもとづいて行った予想であり、実際の業績は、さまざまな要素により、これらの予想とは異なる結果となる場合があることをご承知おきください。
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古河電工グループは、今年で創業125周年を迎えました。1884

年に創業した当時は、精銅事業と電線事業を2本柱としていまし

たが、以来、この両事業を源流として、世紀を超えて事業領域を

拡大。精銅事業からは伸銅品やアルミニウムなどの事業が、電線

事業からは電力ケーブルや通信ケーブル、発泡製品などの事業が

派生し、育っていきました。これら多彩な分野で技術革新を続ける

ことで、社会のインフラづくりを支え続けてきた歩みが、私たちの

軌跡と言えるでしょう。

現在では、こうした歴史の中で培ってきたコア・コンピタンスであ

る3つの素材力（金属・プラスチック・光）を核に、5つの事業分野

（情報通信、エネルギー・産業機材、電装・エレクトロニクス、金属、

軽金属）をグローバルな規模で展開しています。私たちは今後も、

絶え間ない技術革新を続けることで、真に豊かで持続可能な社会

の実現に貢献していきます。

125周年を迎えて

古河電工グループのイノベーションの軌跡

1950年 1960年 1970年

1889年

1980年 1990年 2000年

日本初エネルギー・産業機材部門

我が国最初のACSR（7ヶ燃）を
日本電力会社殿に納入 

情報通信部門

ＮＨＫ殿（東京タワー）に
アンテナ納入

情報通信部門

甲府へ日本最大の
CATVシステムを納入

情報通信部門

情報通信部門

我が国最大の海底ケーブルを
中国電力殿に納入

軽金属部門

世界初

世界初

世界初

世界
トップシェア

世界
トップシェア

世界初、極細多心V3Ga線の
開発に成功 

情報通信部門

光アンプ用980nm半導体レーザで
世界最高の200mWを達成

電装・エレクトロニクス部門

広帯域化したモバイル機器用
チップアンテナを発売 

金属部門

欧州巨大加速器プロジェクトに
超電導線材を納入 

金属部門

イットリウム系高温超電導ケーブルで、
世界最小の交流損失を達成

情報通信部門

大容量伝送用光アンプ用
1480nm半導体レーザで
世界最高の400mWを達成

情報通信部門

電装・エレクトロニクス部門

自動車エアバック用SRC販売開始 

世界で初めての
自動車パネル材用
「30-40アルミ合金」を開発 光ファイバケーブルの製造に

世界で初めて成功

古河市兵衛
鉱山経営開始

横浜ゴム
ゴム・タイヤ

古河鉱業  設立
（現  古河機械金属）
銅山・精錬・機械

ADEKA
化学・食品

2010年

エネルギー・産業機材部門
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次世代コンピュータ内の
光配線用に世界最小の
消費電力となる
光送受信器を開発

1955年 1969年1877年

明治 昭和 平成大正

1989年1884年
創業

大
日
本
帝
国
憲
法
発
布

1918年

第
一
次
世
界
大
戦
終
結

1945年

第
二
次
世
界
大
戦
終
結

1964年

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

1970年

大
阪
万
博
開
催

1973年

第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョッ
ク

1979年

第
二
次
オ
イ
ル
シ
ョッ
ク

1998年

長
野
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

2002年

日
韓
ワ
ー
ルド
カ
ッ
プ
開
催

2005年

愛・
地
球
博
開
催

社会の出来事

2007年

古河電工グループ
総合技術展開催

日本ゼオン
石油化学・樹脂

日本軽金属
アルミ

古河電気工業  設立
電線・非鉄金属

富士通
通信機・コンピュータ

富士電機
重電機・電気機器

1971年

伸銅品と電線の
メーカーとして創業



事業環境が悪化する中、積極的に受取手形及び売掛金の回収やたな
卸資産の削減を進めました。製造設備の減損や株式の評価減もあり、
2009年3月末時点での総資産は前期比1,691億円減の8,457億円
となりました。今後も事業ポートフォリオの見直しにより資産効率の
向上に努めます。

資産の圧縮に伴い、有利子負債も減り、イノベーション09での目標値
3,800億円に迫る3,831億円（前期比159億円減）となりました。
更なる圧縮を目指します。

下半期は世界経済の急激な悪化を受け落ち込み、1兆328億円（前期比
12.0％減）となりました。特に第4四半期は1,883億円と前年同期比
38.7％減でした。地金価格下落で352億円減、円高による在外子会社
の売上高円換算で306億円減の影響もありました。海外売上高は、
3,176億円（海外売上高比率30.8%）となりました。

営業利益は売上減に加え、地金価格下落による損失もあり98億円（前期比387
億円減）に留まりました。また、営業外で為替差損が186億円発生したため148億
円の経常損失となりました。当期損益は特別損失の発生、繰延税金資産の取崩も
あり△374億円（前期比527億円減）となりました。課題であった在外子会社の円
建借入金に関する為替リスクは12月の子会社解散によりほぼ解消されました。



代表取締役会長 
石原　廣司 

代表取締役社長
　田　政雄

取締役 
　野　哲夫（社外取締役） 
金子　崇輔（社外取締役）
藤田　純孝（社外取締役）　

取締役兼執行役員副社長 
北野谷　惇 

取締役兼執行役員専務 
中野　耕作 

取締役兼執行役員常務
室田　勝比古
櫻　日出雄
立川　直臣
柳本　正博
佐藤　哲哉

監査役
小川　博正（常勤） 
伊藤　隆彦（常勤）
藤田　讓（社外監査役）
工藤　正（社外監査役） 

執行役員常務
進藤　俊一
中村　一則
柴田　光義

執行役員
林田　収二
服部　吉孝
白澤　徹
素谷　順二
上山　倫生
　田　康夫
安永　哲郎
川田　健二
佐野　文一
信崎　卓

発行可能株式総数

　普通株式 

　優先株式 

　劣後株式 

発行済株式総数

2,596,000,000株

2,500,000,000株

50,000,000株

46,000,000株

706,554,179株

43,167,000株 6.11%日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4Ｇ）

金融機関
39.43%

278,636,184株

証券会社
1.90%

13,460,398株

発行済株式総数 706,554,179株

その他国内法人等
7.39%
52,257,901株

個人・その他
29.06%
205,333,709株

外国法人等
21.61%
152,731,113株

2009年3月31日現在

持株数 持株比率

本社
東京都千代田区丸の内二丁目2番3号　電話（03）3286-3001

支社
関西支社（大阪市）、中部支社（名古屋市）、九州支社（福岡市）

事業所
千葉事業所（千葉県）、日光事業所（栃木県）、平塚事業所（神奈川県）
三重事業所（三重県）、大阪事業所（兵庫県）、横浜事業所（神奈川県）

研究所
横浜研究所（神奈川県）

会社概要 主要な事業内容 株式発行状況  

2009年3月31日現在大株主の状況

2009年3月31日現在所有者別株式分布（普通株式）主要な営業所および工場等 

取締役、監査役および執行役員 

2009年3月31日現在

2009年6月25日現在

光ファイバ・ケーブル、メタル通信ケーブル、半導体光デバ
イス、電子線材、光関連部品、ネットワーク機器、光ファイ
バケーブル付属品・工事、CATVシステム、無線製品など

情報通信部門

平成21年6月25日開催の第187回定時株主総会に
  おける報告および決議内容は、下記のとおりです。

記

定時株主総会に関するご報告

報告事項
第1号　第187期（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および

監査役会の連結計算書類の監査結果報告の件

　本件は、上記事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および

監査役会の連結計算書類の監査結果を報告いたしました。なお、連

結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書

につきましては、7～8ページをご参照ください。

第2号　第187期（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

計算書類報告の件

　本件は、上記計算書類を報告いたしました。

付議事項
第1号議案　剰余金の配当の件

　本件は、原案どおり承認可決され、期末配当金は1株につき2円50銭

と決定いたしました。

第2号議案　定款一部変更の件

　本件は、株券電子化および当社英文社名の変更に伴う定款の所要

の変更等について、原案どおり承認可決されました。

第3号議案　取締役12名選任の件

　本件は、原案どおり取締役に石原廣司、 田政雄、 野哲夫、金子

崇輔、藤田純孝、北野谷惇、中野耕作、室田勝比古、櫻日出雄、立川

直臣、柳本正博、佐藤哲哉（全員重任）の各氏が選任され、就任いた

しました。

第4号議案　監査役1名選任の件

　本件は、原案どおり監査役に工藤正氏（重任）が選任され、就任

いたしました。

第5号議案　補欠監査役1名選任の件

　本件は、原案どおり補欠の監査役に頃安健司氏が選任されました。

商号

 

設立

資本金

売上高

従業員数

ホームページ

古河電気工業株式会社
 （The Furukawa Electric Co., Ltd.）

 

1896年6月25日

69,375百万円 

426,125百万円（単体）

4,199名（単体）

http://www.furukawa.co.jp/

伸銅品（板･条･管･棒･線）、表面機能製品（メッキ）、電解銅
箔、電子部品用加工製品、超電導製品、特殊金属材料（形
状記憶･超弾性合金ほか）など

金属部門

銅線･アルミ線、電力ケーブル、被覆線、防災製品、電力ケ
ーブル付属品・工事、ケーブル管路材、給水・給湯管路材、
発泡製品、半導体用テープ、電材製品、床暖房など

エネルギー･
産業機材部門

アルミニウムの板材、押出材、鋳物、鍛造品、加工製品
など

軽金属部門

自動車用部品・ワイヤーハーネス、巻線、電子部品材料、
ヒートシンク、メモリーディスク用アルミ基板、電池など

電装･
エレクトロニクス部門

物流、情報処理、ソフトウエア開発、不動産賃貸等のサー
ビス事業など

サービス等部門

部門名 主要な事業内容

（普通株式）

31,020,000株 4.39%日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

22,928,250株 3.25%みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

10,919,000株 1.55%
みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 古河機械金属口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

22,379,000株 3.17%日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）

16,060,500株 2.27%朝日生命保険相互会社

13,290,455株 1.88%古河機械金属株式会社

11,895,000株 1.68%日本生命保険相互会社

11,000,000株 1.56%富士電機ホールディングス株式会社

35,979,000株 5.09%日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株主名

自己株式
0.58%
4,134,874株

企業情報 株式の状況
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※第187回定時株主総会における決議に基づき、
　2009年8月1日より当社の英文名称は
　Furukawa Electric Co., Ltd. となります。


